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<参考> 

1. 概要 

本資料は、地方公共団体などにおいてスマートシティ構築や DX 化等の企画を行う方々に対し、IoT 

(Internet of Things)を活用したインフラモニタリングに関する技術・標準化動向を紹介すると共に、これを

主に道路や斜面などのインフラ維持管理や防災などに適用した参考事例を紹介する。 

 

2. 国際標準等との関連 

本技術レポートに関する国際勧告は本文中に記載している。 

 

3. 上記国際標準等との相違 

本技術レポートに関する国際勧告との相違は無い。 

 

4. 国際標準等に対する変更事項 

なし。 

 

5. 工業所有権 

なし。 

 

6. 改版履歴 

版数 制定日 改版内容 

第 1.0 版 2023 年 10 月 23 日 制定 

 

7. 標準作成部門 

第 1 版 ：IoT エリアネットワーク専門委員会 

 

8．本書「インフラモニタリング情報モデルのユースケース」の制作体制 

本資料は、スマート IoT 推進フォーラム 技術戦略検討部会 技術・標準化分科会［分科会長：丹康雄

(JAIST)］で実施した、IoT を活用したインフラモニタリングへの取組みに関する意見交換および検討結果

を踏まえて原案を作成し、一般社団法人情報通信技術委員会(TTC) IoT エリアネットワーク専門委員会［委

員長：美原義行（日本電信電話株式会社）］への提案・審議を経て TTC 技術レポートとしてとして発行する

ものである。技術・標準化分科会における検討は、インフラモニタリングタスクフォースが作業に当たっ

た。インフラモニタリングタスクフォースでは、ICT 企業だけでなく、インフラモニタリングに関わる道路

管理者、土木建設業者、建設コンサルタント、機器メーカー、関連業界団体、学術研究機関等の有識者に

も参加いただき、幅広い観点からご意見をいただいた。特に本資料に掲載した事例の収集においては、タ

スクフォースメンバーの一般財団法人関西情報センター(KIIS)および KIIS が主催するスマートインフラセ

ンサ利用研究会[座長：矢吹信喜(大阪大学)]に協力を頂いた。 
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1. 社会インフラの維持管理とインフラモニタリングについて 

1.1. デジタル田園都市における社会インフラ 

産業や生活に必要不可欠な社会インフラの中で、日本の道路インフラは 1960 年代前後に整備された主要

路線が建設後 50 年を経過して老朽化対策が進められている。道路インフラの長寿命化には適正な維持管理

が重要とされ、国内では 2014 年に道路管理者に対して近接目視による 5 年に一度の定期点検が義務付けら

れた。2018 年末で定期点検が一巡し、全国の道路インフラの状態が明らかになった一方、点検のノウハウ

を持つ専門技術者の高齢化や若年就業者の減少などによる人材不足、近接目視困難なインフラの存在など

の課題も明らかとなった。このため、新技術の適用などによりインフラ維持管理をより高度化・効率化す

るための施策の検討が進められている。 

一方、情報通信技術分野では IoT （Internet of Things, モノのインターネット） が実用化され、都市計

画、工場、農業などの広い分野で活用され、分野毎にデータモデル等が順次整備されている。これによ

り、センサー等を使ったデータ収集と活用はスマートシティ等の基盤となりつつある。 

また、デジタル田園都市国家構想においては、社会インフラに関連して、地域における下記の様な方針

が示され、維持管理においては事後保全から予防保全への転換などが求められている。 

・ 公共交通・物流・インフラ分野の DX による地域活性化 

・防災・減災、国土強靱化等による安心・安全な地域づくり 

しかし、特に市区町村では技術者や予算の不足により予防保全への転換が不十分、事後保全段階の施設の

補修・修繕に着手できない等の課題があり、重大事故やインフラ損傷のリスク回避や、防災・減災への迅

速な対応などの要求が高まる側面もある。 

これを踏まえ、本書では、比較的容易に導入が可能で信頼性の高い IoT を活用したモニタリングシステ

ムについて、道路インフラを中心とした維持管理へのモニタリング技術の適用例を紹介する。これによ

り、橋梁をはじめとするインフラの維持管理の現場で活用して頂くための一助となる事を目指す。 

1.2. インフラモニタリングとは 

社会インフラの老朽化問題に関しては、適切な維持管理手法の導入により長寿命化、維持管理・更新の

トータルコストの縮減・平準化を図ることが課題となっており、日本再興戦略（平成 25 年 6 月 14 日閣議

決定）をはじめとする政府の方針でインフラ維持管理に関する基本的な考え方が示され、さらにセンサ

ー、IT 等を活用した社会インフラの状態を効率的に把握するための新技術の開発・導入が進められてい

る。そのうちの一つがインフラモニタリングで、センサー等を使って客観データを収集し、収集・蓄積し

たデータの活用によりインフラの状態を把握する手法を指す。 

本節の執筆に当たっては、土木研究所資料第 4408 号「土木構造物のためのモニタリングシステム活用ガ

イドライン（案）」（2020/12/01）および土木学会 書籍「モニタリング技術活用のための指針（案）」 ISBN 

978-4-8106-1070-3 を参考とした。 

1.2.1. インフラ維持管理サイクル 

道路などのインフラ維持管理は、点検、診断、措置（補修・補強など）、記録の 4 段階の作業を実施し、

これを定期的に繰り返すことにより、効率的、効果的に進める事が重要とされ、この一連の作業をインフ

ラ維持管理サイクルと呼ぶ1。 

 

 
1国土交通省「道路のメンテナンスサイクルの構築に向けて」（平成 25 年 6 月） 
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モニタリング技術は、維持管理サイクルの各作業を補助し、高度化・効率化するために用いるものと考

えられる。4 つの維持管理サイクルにおけるモニタリングの役割には、以下が考えられる。 

① 点検の補助： 

・ インフラの振動、歪み、応力の変化などのデータを継続的に確認する事で異常を検知 

・ 近接目視が困難な箇所の変状をデータで確認 

② 診断の補助： 

・ 目視等による点検結果に加え、データの経年変化を参考として診断の信頼性を向上 

・ 変状が確認された際に、データにより進行度合いを監視 

③ 措置効果の確認 

・ 補修・補強前後の変化を確認 

・ 予防保全効果を検証 

④ 緊急対応 

・ 自然災害等の発生後にインフラの被災状況を速やかに把握するため、変状の有無、損傷の影

響有無などを確認 

維持管理サイクルとインフラモニタリングの適用を図 1.2-1 に示す。 

  

1.2.2. 橋梁構造物のモニタリング対象 

道路インフラの維持管理におけるモニタリング技術の適用を研究した土木研究所資料第 4408 号「土木構

造物のためのモニタリングシステム活用ガイドライン（案）」（2020/12/01）では、モニタリングの対象とな

る道路インフラ構造物が以下に分類されている。本資料で収集した事例もこれに沿って選定した。 

対象構造物 モニタリング対象とする事象 主なモニタリング技術 

コンクリー

ト床版 

ひび割れ，抜け落ち，剥離・鉄筋露出，漏水・遊

離石灰，たわみ，プレキャスト床版接合部の目開

き，異常振動 

画像解析、光ファイバーセンサ

ー、変位計、振動センサー 

コンクリー

ト桁 

外観変状：ひび割れ，剥離・鉄筋露出，漏水・遊

離石灰，補修・補強材の変状，定着部の異常，変

色・劣化，変形・欠損，桁端部の異常変位 

見えない変状：疲労損傷等による剛性低下 

赤外線サーモグラフィー、画像解

析、動画像解析、3 軸加速度センサ

ー、マグネットセンサー 

点検 診断

措置
（補修・補強等）

記録

点検補助

診断補助

措置効果確認
緊急時対応補助

フィードバック

図 1.2-1.維持管理サイクルとモニタリング 
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2. 事例 

本節では、本資料の執筆時点で導入が可能なインフラモニタリング事例を紹介する。これらの事例は道

路管理者に利用された実績があるものだが、管理者の意向により導入された地名、施設名等が公開できな

い事例がある。その場合も、現場での設置状況等を示す写真等を出来る限り掲載した。 

 

2.1. 事例 1） 無線伝送型の変位計による支承変位量モニタリング 

 

図 2.1-1. 無線伝送型の変位計による支承変位量モニタリングの概要 

 

2.1.1. ソリューション概要 

(1)  目的 

本ソリューションによるモニタリングの目的は以下の通りである。 

⚫ 支承部の腐食や損傷、橋台コンクリート部の破損等の早期発見 

⚫ 修繕を要する破損が見つかった橋梁に対する、修繕前後の状態監視 

⚫ 災害発生時の橋梁ダメージの評価と共用判断 

 

(2)  解決する課題 

橋梁の主桁は温度変化や車両荷重によって伸縮し、支承部はその動きをスムーズにさせる役割を

持つ。支承部に損傷があると、橋体に拘束力がかかり、橋座や桁にも影響を与える可能性がある。

支承部の遊間は目視点検では判断しにくいため、変位計を使用したモニタリングによって、損傷の

早期発見や補修、地震時の供用判断を行うことが必要とされている。 

(3)  モニタリング技術 

本技術は、国土交通省 新技術性能カタログ BR030027-V0122 にて「無線伝送装置を用いた変位計

による支承移動量の測定」として登録済みであり、以下のモニタリングを実施する。 

⚫ 変位計による支承部変位量のモニタリング 

⚫ 温湿度のモニタリング 

(4)  計測方法 

本ソリューションでは、以下のモニタリングデータが計測される。いずれのデータもゲートウェ

イ装置内蔵の 4G 無線機能によりクラウドサーバーへ送信・保管される。 
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⚫ 支承部の変位量：ゲートウェイ装置に接続された防水型変位計により変位量をモニタリング

する。（1 時間周期～） 

⚫ 温湿度：ゲートウェイ装置に内蔵された装置内の温湿度データをモニタリングする。（1 時間

周期～） 

(5)  本ソリューションの利点 

本ソリューションには、以下の特長がある。 

⚫ 電池駆動およびソーラー発電駆動により、外部電源が不要。また、無線機能（920MHz 帯無

線および 4G 無線）を内蔵しており通信配線も不要。電源・配線が不要で容易に設置・導入

できる。 

⚫ ゲートウェイ装置は太陽光発電＋充電池による駆動で連続不日照 9 日間まで運用可能。 

⚫ 地震発生等の緊急時はサーバーからコマンドを送信し、任意のタイミングでの測定が可能 

2.1.2. 導入例、実績 

(1)  事例の概要 

橋梁の主桁は温度変化や車両荷重によって伸縮し、支承部はその動きをスムーズにさせる役割を

持つ。支承部に損傷があると、橋体に拘束力がかかり、橋座や桁にも影響を与える可能性がある。

本事例では、ゲートウェイ装置と防水型変位計を使って、目視点検では判断しにくい支承部の遊間

の変位をモニタリングする。変位量と気温の相関関係から健全度のスコア値を算出し、このスコア

値の変化を参照することで支承の機能障害を検知することができる。 

(2)  システム構成 

本事例のシステム構成を図 1 に示す。 

防水型変位計によって測定された支承の変位量は 920MHz帯無線によってゲートウェイ装置に集

約され、ゲートウェイ装置内の温湿度データと併せて 4G 通信によってクラウドサーバーへ送信され

る。クラウドサーバー上で変位量と気温から健全度スコアの算出が行われ、基準値を超えて変化し

た場合には管理者へメールで通知される。 

 

 

図 2.1-2. 図 1 システム構成 （出典：OKI） 

 

(3)  使用機材 

本事例では以下の機材を使用した。 

⚫ ゲートウェイ装置 1 式 

⚫ 防水型変位計  1 式 

ゲートウェイ装
置 







 

 

 － 16 －  

 

 

2.2. 事例 2） 無線加速度センサーによる橋脚傾きモニタリング 

2.2.1. ソリューション概要 

 

図 2.2-1. 無線加速度センサーによる橋脚傾きモニタリングの概要 

(1)  目的 

本ソリューションによるモニタリングの目的は以下の通りである。 

⚫ 集中豪雨等による増水時に発生した洗堀の影響による橋梁の傾き監視 

⚫ 修繕を要する破損が見つかった橋梁に対する、修繕前後の状態監視 

⚫ 定期点検で変状が発見され経過観察中の橋梁に対する状態監視 

(2)  解決する課題 

集中豪雨などで河川が増水した際に橋脚基礎周辺の河床が洗掘され、老朽化した橋脚が傾く事故

事例が増加している。これまで目視による巡回点検が行われてきたが、点検強化の人員が不足して

おり、インフラの状況をセンサーで測定する遠隔モニタリングシステムの導入が必要とされてい

る。 

(3)  モニタリング技術 

本技術は、国土交通省 新技術性能カタログ BR030036-V0122 にて「無線加速度センサーによる橋

脚の傾斜角モニタリング」として登録済みであり、以下のモニタリングを実施する。 

⚫ 無線加速度センサーによる橋梁の傾き、および固有振動数のリアルタイム監視 

⚫ ゲートウェイ装置（水位計付）による河川水位のリアルタイム監視 

⚫ ゲートウェイ装置（高感度カメラ付）による河川周辺のカメラ画像の撮影・収集 

(4)  計測方法 

本ソリューションでは、以下のモニタリングデータが計測される。いずれのデータもゲートウェ

イ装置内蔵の 4G 無線機能によりクラウドサーバーへ送信・保管される。 

⚫ 橋脚の傾き：無線加速度センサーによって測定された加速度データから重力加速度の方向を

算出することにより、橋脚の傾斜角を算出する。（10 分周期～） 

⚫ 橋梁の固有振動数：無線加速度センサーによって測定された加速度データに周波数スペクト

ル解析を行うことで橋梁のピーク周波数および固有振動数を算出する。（1 日数回程度） 

⚫ 河川水位：ゲートウェイ装置（水位計付）付属の水位計により河川水位を測定する。（10 分

周期～） 
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2.3. 事例 3） 無線加速度センサーによる斜張橋ケーブルの張力モニタリング 

2.3.1. ソリューション概要 

 

図 2.3-1. 無線加速度センサーによる斜張橋の張力モニタリングの概要 

(1)  目的 

本ソリューションによるモニタリングの目的は以下の通りである。 

⚫ 目視等による斜材ケーブルの外観変状を発見した場合の継続監視 

⚫ 斜材ケーブルに対する補修の効果確認および経過観察 

⚫ 突発的な事故や自然災害発生後の正常性確認 

(2)  解決する課題 

斜張橋の重要部材である斜材ケーブルは老朽化による劣化の他、突発的な事故や自然災害発生によって

ダメージを受ける可能性がある。これまで目視による巡回点検が行われてきたが、斜材ケーブル被覆の内

側で進行するケーブルの破断、腐食、疲労亀裂等をケーブルの外観から発見することは難しく、斜材ケー

ブルの状況をセンサーで測定する遠隔モニタリングシステムの導入が必要とされている。 

(3)  モニタリング技術 

本技術は、国土交通省 新技術性能カタログ BR030033-V0122 にて「無線加速度センサーによる斜張橋の

斜材張力モニタリング」として登録済みであり、以下のモニタリングを実施する。 

⚫ 無線加速度センサーによる固有振動数の計測 

⚫ 固有振動数から推定される斜材ケーブル張力の推定 

(4)  計測方法 

本ソリューションでは、以下のモニタリングデータが計測される。いずれのデータもゲートウェイ装置

内蔵の 4G 無線機能によりクラウドサーバーへ送信・保管される。 

⚫ 斜材ケーブルの固有振動数：無線加速度センサーによって測定された加速度データに周波数

スペクトル解析を行うことで斜材ケーブルのピーク周波数および固有振動数を算出する。（1

日数回程度） 

⚫ 斜材ケーブルの張力：無線加速度センサーによって計測された固有振動数から斜材ケーブル

の張力を算出する。（1 日数回程度） 
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2.4. 事例 4） コンクリートのひび割れ計測分析 

2.4.1. ソリューション概要 

(1)  目的： 

コンクリート構造物の健全度を把握するため、損傷の経年変化計測における精度向上と点検員の安全性

の確保および点検作業の効率を改善することを目的とする。対象コンクリート構造物は、橋梁・トンネ

ル・ダム・擁壁・上下水道施設・建物の壁面などがある。 

(2)  解決する課題： 

従来方法として定期点検の場合は、近接目視での確認及びスケッチでの記録である。当該方法におい

て、以下の課題が考えられる。 

⚫ 近接目視での点検のため、ロープアクセス等の高所作業に伴うリスク 

⚫ 近接目視のために必要な高所作業車や橋梁点検車の設置に伴うコスト 

⚫ 点検作業に必要な道路規制申請協議や書類作成の人件費及び規制に伴うコスト 

⚫ 損傷数の多さによる現場作業の遅延 

⚫ スケッチからデータ化するための人件費及び人為的ミス 

(3)  モニタリング技術： 

本技術は国土交通省 新技術性能カタログ BR010006-V0323 にて「シン・クモノス」として登録済みの技

術である。 

クラックスケール内蔵型光波測量器システム（以下、CTSS という）で、変状の位置座標取得及び遠方目

視によりひび割れの形状・幅の数値を取得する。また、写真からオルソ画像を作成し、AI による解析を用

いてひび割れの形状・幅を取得する。オルソ画像上に CTSS の損傷データと画像を AI 解析した損傷データ

を掛け合わせることで高精度なデジタルでの損傷データを作成する。過去に取得した高精度な損傷データ

と現況を比較することで経年変化を確認する。 

(4)  計測方法： 

次の 2 種類のシステムによりコンクリート構造物のひび割れを計測する。 

① CTSS による構造物の現況及び基準とするひび割れの形

状・幅の計測 

② 高解像度カメラにより構造物を撮影し、AI 解析によるひび

割れの形状・幅の検出 

2 種類のシステムから得られたデータを 1 つの損傷データとして合成す

る。 
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(5)  本ソリューションの利点： 

本ソリューションの特長は以下の通り。 

① 精度の向上 

CTSS で現況計測を行い、実測した構造物の形状に合わせて撮影した画像を補正することで画像

補正の精度が向上し、現状との整合性を確保することができる。さらに主要なひび割れを実測する

ことで、手の届かない箇所のキャリブレーションデータとなりひび割れ幅の精度も確保できる。併

せて AI 解析を用いて、ひび割れの判断基準と自動検出を行うことにより、人的ミスおよび個人差の

軽減が可能となるため、経年変化の精度が向上する。 

② コストの縮減 

高解像度カメラを使用することで、120ｍ先の 0.20 ㎜

のひび割れの画像記録が可能であり、遠方の安全な場所

から計測できるため、従来技術で必要な橋梁点検車での

点検作業、それに伴う道路規制等が不要となり、コスト

縮減を実現する。 

③ 工程遅延の回避 

現地では高解像度カメラでの撮影をおこない、後日損傷箇所を確認するため、損傷数の多さによ

る現地作業の遅延がなく、作業日数の大幅な削減が可能であり、工程遅れのリスクも回避すること

ができる。 

④ DX への活用 

本技術は、国土交通省が推進している「事後保全」から「予防保全」への転換による維持管理・

更新費の縮減に寄与することのできるシステムであり、損傷のデジタル化と高精度な記録による経

年変化の追跡はインフラ分野の DX を実現する技術である。 
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(4)  計測結果： 

① 展開図面の作成 

現地の実測値に合わせた展開図を作成することにより、写真の各補正精度を確実に向上させ、経

年変化を確認するための正確な損傷資料の作成が可能となった。 

 

写真調査をおこなう際に、ひび割れ幅の確認は必須であるが、ハイピアのような橋梁では、近接での

ひび割れ幅の確認が難しい。そこで CTSS を使用することにより、遠方からのひび割れ幅に測定が可能

であるため、安全かつ正確にひび割れ幅の確認をおこなった。 

② AI 検出の実施 

AI 検出を実施することで、ひび割れを自動検出し、ひび割れの記載漏れを限りなくゼロに近づけ、正

確な判断基準を設けることにより、変状のトレース作業における人的誤差発生の防止ができ、展開図作

成にかかる時間短縮につながった。 
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図 2.4-4. 成果図面例① 図 2.4-5. 成果図面例② 

図 2.4-6. AI によるひび割れの自動検出 
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2.4.3. 導入方法、費用項目 

(1)  導入方法 

コンクリート構造物の対象計測面積を算出し、ひび割れの検出サイズおよび報告書記載内容を取り決

め、業務委託契約を行う。 

(2)  費目一覧 

必要な費用項目は下表の通りである。費用は対象計測面積に応じて設定される。 

表 2-7. 考慮すべき費用項目 

項目 内容 

調査費用 ・CTSS によるひび割れ計測及び現況計測 

・写真撮影 

成果項目費用 ・CTSS データ解析 

・AI 解析 

・オルソ画像作成 

・損傷プロット 

・データ取りまとめ 

・基礎図作成 

・経年変化まとめ 
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2.5. 事例 5） ひび割れ（き裂）幅増分計測システム 

2.5.1. ソリューション概要 

(1)  目的： 

インフラ構造物の老朽化が進んでいる現在，その安全性を評価することは必須である．なかでもき裂

（ひび割れ）が存在する場合，その幅が変化する場合は危険であり，避難や対策が急がれる．そこで，イ

ンフラ構造物の安全性評価を実現することを目的として，き裂幅の増分を簡単，高精度に計測するソリュ

ーションを提案する．対象とするインフラ構造物としては，橋梁，トンネル，ダム，建物の壁面などがあ

る． 

 

図 2.5-1. システム概要 

 

(2)  解決する課題： 

我々のソリューションを利用することで，以下の課題を解決することが可能である． 

・ 従来方式（クラックスケールを用いた目視）ではできない高精度な計測 

・ き裂幅の微小変化を解析することによる構造物の安全性評価 

・ カメラを用いるため，一度格子を貼り付けると，その後継続的に計測が可能である 

 

(3)  モニタリング技術： 

き裂幅増分計測システムは，き裂に格子を貼り付け，その格子画像をカメラで撮影することによりき裂

幅の変化量を高精度に計測することを目的としたシステムである．格子の位相を解析する手法およびき裂

用格子にあるマーカーを用いた位置合わせ手法（ホモグラフィ変換）を組み合わせ，高精度な計測を実現

する．定期的にカメラから画像を取得し，その画像処理によりき裂幅の変化を明らかにする．なお，カメ

ラの種別は基本的にデジタルカメラであれば良く，産業用カメラ，一眼レフカメラ，ドローンカメラ，ス

マートフォンに搭載されたカメラを利用でき，非常に安価である．  
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(4)  計測方法： 

本手法はカメラで，き裂に貼り付けた格子を撮影し，それを画像処理プログラムに読み込むことで，き

裂幅の変化量を明らかにする．き裂幅増分用の格子を図 2，図 3 に示す．格子は領域 A，領域 B と外周部分

（領域 C,D, E, F）からなり，それぞれ分離している．A，B はき裂を挟み込むように貼り付け，外周部分は

き裂の片側に固定できるように貼り付ける．これを変形前，変形後で撮影し，システムに取り込むこと

で，き裂の幅の変化量を高精度に計測する． 

 

図 2.5-2. き裂用格子 

 

 

図 2.5-3. き裂用格子の各領域 

 

 

(5)  本ソリューションの利点： 

 き裂幅増分計測システムを用いる利点を以下に示す． 

① 精度の向上 

従来は，クラックスケールを用いた目視での点検が行われていた．目視点検では 50µm~100µm の

精度であり，大きな変化はとらえることができるものの，微小変化を確認することはできない．

我々の方法では格子の位相を解析するため，精度は格子の 1 ピッチ（1 周期の長さ）の

1/100~1/1000 程度であり，高精度な計測が可能である． 

② 時間的・金銭的コストの削減 

従来は，専門家を現地に派遣し，目視で確認していた．我々の方法を用いれば，専門家を派遣す

る必要がなく，格子画像をデジタルカメラで撮影するだけで，計測を可能とすることができ，非常

に安価な方法である． 

③ リモート解析の実現 

我々の方式は，インターネットを介するサービスも可能であり，き裂に貼り付けた格子画像を撮

影し，その画像をシステムに取り込むことで解析が可能である．そこで，システムをサーバー上に

設定し，画像をアップロードすることで，インターネットを介した解析も可能である．したがっ

て，専用の装置を持ち運びする必要がなくなり，誰もが解析結果を得ることができる． 
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表 2-8.  考慮すべき費用項目 

項目 内容 

調査費用 ・き裂幅 

・要求精度 

・計測可能距離 

・必要に応じて最適となる光学設計を行う 

成果項目報告費用 ・き裂幅増分の時間変化 
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2.6. 事例 6） 塩害による鋼材の腐食モニタリング 

2.6.1. ソリューション概要 

 

図 2.6-1. 塩害による鋼材の腐食モニタリングシステムの概要 

(1)  目的 

本ソリューションによるモニタリングの目的は以下の通りである。 

⚫ 塩害によって発生したコンクリート内部の鋼材の腐食や劣化の早期検知 

⚫ 補修後も残存塩分等の影響によって発生する可能性のある再劣化の検知 

(2)  解決する課題 

コンクリート構造物は塩分により鋼材の腐食やコンクリートのひび割れなどの劣化が進行し、機能低下

する可能性がある。塩害は海岸線近くの構造物だけで発生するのではなく、寒冷地で冬期に道路の凍結を

防止するために散布される凍結防止剤に含まれる塩化カルシウム等の影響によるものも多い。 

近接目視点検では劣化の初期段階や再劣化の段階を把握することが困難であるため、調査やモニタリン

グによって、劣化の早期発見や補修後の再劣化を防止することが必要とされている。 

(3)  モニタリング技術 

⚫ 照合電極による電位レベルのモニタリング 

(4)  計測方法 

本ソリューションでは、以下のモニタリングデータが計測される。いずれのデータもゲートウェイ装置

内蔵の 4G 無線機能によりクラウドサーバーへ送信・保管される。 

⚫ 電位レベル：鉄筋の付近に配置した照合電極による鉄筋の電位変化をモニタリングする。鉄

筋に腐食が発生すると腐食電流が発生し、照合電極に対する電位が下がる。 

(5)  本ソリューションの利点 

本ソリューションの特長は以下の通り。 

⚫ 電池駆動およびソーラー発電駆動により、外部電源が不要。また、無線機能（920MHz 帯無

線および 4G 無線）を内蔵しており通信配線も不要。電源・配線が不要で容易に設置・導入

できる。 

⚫ ゲートウェイ装置は太陽光発電＋充電池による駆動で連続不日照 9 日間まで運用可能。 
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図 2.6-4. 電位レベルの変化 

 

2.6.3. 導入方法、費用項目 

(1)  導入方法 

ゲートウェイ装置および照合電極は機器購入、モニタリングシステム（クラウド型）のサービス利用料

が必要。機器の設置および収集したデータの分析・報告に係る費用については別途業務委託契約による。 

(2)  導入に関する費用項目 

照合電極による塩害による鋼材の腐食をモニタリングする場合のシステム概要を表 1 に示す。費用は計

測箇所の点数に依存する。 

表 2-9. 考慮すべき費用項目 

項目 内容 

システム構成（オンライン型） ゲートウェイ装置 

防水型変位計 

モニタリングシステム（クラウド型） 

システム要件 データ回収方式 自動（ネットワーク経由） 

計測箇所点数 最小 1 点～ 

測定頻度 電位レベル：1 時間周期（変更可） 

管理方式 リモート 

費用 機器費（導入時） 

クラウドサービス利用料（月/年毎） 

分析・報告費（業務委託） 
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2.7. 事例 7） IoTインフラ遠隔監視サービス 

2.7.1. ソリューション概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(1)  目的 

IoT インフラ遠隔監視サービスは、センサーにより橋台と橋桁の遊間離隔など構造物の変位を常時計測

し、目に見えない微細な変状を日々モニタリングする。そして、日常的ではない変位を検知すると、メー

ルで即座にお知らせするサービスである。 

橋梁の場合は、５年に一度の定期点検の結果が良くないため「経過観察」したい場合や、予算不足のた

め補修や更新が「先送り」になっている橋、補修工事を実施したがその効果をモニタリングしたい橋等の

遠隔監視に活用することを目的とする。 

(2)  解決する課題 

加速するインフラ老朽化や地方公共団体における技術職員数の減少など、インフラの維持管理に係る課

題解決策として新技術の導入が促進されている。一方、現場で扱いやすく、安価、汎用的、多目的であ

り、全国に展開可能なハンディな新技術が不足していることが課題となっている。 

(3)  モニタリング技術 

IoT センサーを活用した橋梁等構造物の、遠隔モニタリング技術である。橋梁等に設置するセンサーと、

データを管理するクラウドシステムで構成する。センサーは橋梁に設置する場合、橋台と橋桁端部等に取

り付け、遊間の変位を常時計測し状態を監視する。計測データはクラウド上のサーバーへ蓄積され、変位

量が設定した値を超えた時には管理者へアラームを発報し通知する。 

本技術の適用場面は、主に措置としての監視（遠隔モニタリング）を行う場面である。変位をモニタリ

ングすることで、橋梁の場合は、遊間異常、橋桁のたわみ、支承部の異常、橋台の移動、橋脚の洗堀に伴

う沈下・傾斜など損傷の発見につながる可能性がある。 

(4)  計測方法 

抵抗式位置センサーの位置により、その抵抗値の変化により離隔距離を算定する。また、加速度センサ

ーにより、機器故障に繋がる衝撃や、計測精度に影響を与える姿勢変化を検出する。 

(5)  本ソリューションの利点 

本ソリューションの特長は以下の通り。 

IoTセンサー クラウドLPWA メール通知

データ異常

遠隔監視

桁端部等

現場確認

図 2.7-1.  ソリューション概要図 
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図 2.7-5. 図 直轄国道における事例 

図 2.7-6. 法面モルタル吹付工のひび割れ監視の例 
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2.8. 事例 8） GNSSによるインフラの変位モニタリング 

2.8.1. ソリューション概要 

(1)  目的 

地すべり、道路斜面、ダム、橋梁等の変位を高精度に自動計測し、24 時間、365 日変位の監視を行い、

異常があった場合は管理者に通報し、土砂災害対策や土木構造物の維持管理に活用することを目的として

いる。 

⚫ 地すべりの変位傾向を三次元で連続的に計測 

⚫ 道路法面の安定性を常時把握、降雨・地震時の変位検出 

⚫ ダム堤体の変位傾向を三次元で連続的に計測、地震時の迅速な変位検出 等 

(2)  解決する課題 

今後著しく老朽化が進行する社会インフラの維持管理を適切に実行し、インフラの長寿命化を実現する

ことが大きな課題となっている。また、近年の異常気象に伴う災害の頻発、激甚化への対応とともに。膨

大な数の災害危険箇所を、限られた財源や管理体制のもとで効率的かつ適切に管理することが求められて

いる。防災上問題のある重要点検箇所を長期間に渡ってモニタリングし、その安全性を継続的に評価する

ことによって、効率的な防災・減災体制を構築することが課題となっている。 

 

(3)  モニタリング技術 

本事例で利用するモニタリング技術は以下の通り。 

⚫ GPS/GNSS による衛星測位で現場の変位を自動計測。 

⚫ 計測値を時系列統計処理（トレンドモデル）による誤差処理を実施し、最高で±１㎜の精度

で変位を抽出。 

⚫ GPS/GNSS だけでなく、伸縮計、地盤傾斜計、地下水位計等の機器にも対応し、現場のデー

タを収集。 

(4)  計測方法 

GPS/GNSS 衛星から送信される衛星の位置や時刻などの情報を 1 台の受信機のアンテナで受信することに

より、衛星から電波が発信されてから受信機に到達するまでに要した時間を測る。4 個以上の衛星から観測

点までの距離を同時に知ることにより、観測点の位置（座標）を決定する。 
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図 2.8-1. システムの全体像 










